
 

 

   呉市宅地開発指導要綱 

呉市宅地開発指導要綱（昭和６１年５月１日実施）の全部を改正する。 

目次 

 第１章 総則（第１条－第３条） 

 第２章 事業者の責務（第４条－第１２条） 

 第３章 開発事業の計画及び設計基準（第１３条－第１８条） 

 第４章 開発事業の協議等（第１９条－第２１条） 

 第５章 雑則（第２２条－第２７条） 

付則 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要綱は，呉市域内における開発事業の施行に関し，法令等に定めるもののほ

か，必要な事項を定めることにより，無秩序な市街化を防止し，自然と調和した安全で

良好な住環境の実現を図るとともに，住みやすく住んでみたいまちづくりに寄与するこ

とを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 (1) 開発事業 主として，建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う

土地の区画形質の変更をいう。 

 (2) 開発区域 開発事業を行う土地の区域をいう。 

 (3) 開発面積 開発区域の面積をいう。 

 (4) 事業者 開発事業を行う者をいう。 

 (5) 公共施設 道路，公園，緑地，広場，河川，水路，下水道，運河及び消防の用に供

する貯水施設をいう。 

 (6) 公益的施設 行政施設，教育施設，福祉施設，医療施設，交通施設，集会施設，清

掃施設，購買施設その他の市民の共同の福祉又は利便に供する施設をいう。 

 （適用の範囲） 

第３条 この要綱は，次に掲げる開発事業に適用する。 

 (1) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）による開発行為 

 (2) 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）に基づく宅地造成又

は特定盛土等に関する工事（宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律

第５５号）附則第２条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる同法によ

る改正前の宅地造成等規制（昭和３６年法律第１９１号）に基づく宅地造成に関する

工事を含む。） 

 (3) 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理事業 

   第２章 事業者の責務 

 （法令及び要綱等の遵守） 

第４条 開発事業の計画及び施行に当たっては，開発事業に係る関係法令（以下「関係法

令」という。），呉市開発事業に関する技術的指導基準（平成１６年４月１日実施。以



 

 

下「指導基準」という。），盛土規制法の技術的基準（令和６年４月。以下「技術的基

準」という。）（以下「指導基準」「技術的基準」を総称して「指導基準等」という。），

許可条件である「開発許可又は盛土等許可に関する工事の施工に伴う注意事項」及びこ

の要綱を遵守させるものとする。 

 （公共施設の整備等） 

第５条 開発事業の施行に伴い設置される公共施設（開発区域外において整備を必要とす

る公共施設を含む。以下同じ。）については，関係法令及び指導基準等に適合したもの

を事業者の負担において整備させるものとし，法令に定めがあるもののほか，公共施設

の用に供する土地は，無償で本市に帰属させるものとする。ただし，市長が必要ないと

認める場合は，この限りでない。 

 （公共施設の管理） 

第６条 開発事業により設置された公共施設は，原則，本市の管理に属するものとするが，

やむを得ず開発事業を行った者に管理を委ねる場合は，本市への公共施設用地の帰属後

に公共施設に関する管理協定を締結するなどして適正に管理させるものとする。 

２ 開発事業により設置された公共施設のうち，開発事業を行った者が本市に提供をしな

い公共施設については，当該開発事業を行った者がこれを管理することとし，必要に応

じて当該公共施設に係る管理協定を締結するなどして適正に管理させるものとする。 

 （公益的施設の計画） 

第７条 開発事業の計画に当たっては，利用者の利便性を考慮した公益的施設の計画及び

確保をさせるものとする。ただし，市長が必要ないと認める場合は，この限りでない。 

２ 公益的施設の用地の位置及び面積については，施設の種類及び開発区域の規模に応じ

て，事業者と協議の上，決定するものとする。 

 （公共事業との関連） 

第８条 開発事業の計画及び施行に当たっては，国又は地方公共団体が開発区域内及びそ

の周辺地域において，公共事業を計画し，又は施行している場合は，当該計画に整合す

るよう配慮させるものとする。 

 （環境の保全等） 

第９条 開発事業の計画及び施行に当たっては，開発事業に伴う自然環境への影響を考慮

し，開発区域内及びその周辺地域の自然環境の保全はもとより，環境への負荷の軽減及

び新たな自然環境の創造に配慮させるものとする。 

 （災害の防止） 

第１０条 開発事業の計画及び施行に当たっては，開発区域内及びその周辺地域の気象，

地形，土質，過去の自然災害の状況等を考慮し，開発事業に伴う災害の防止に配慮させ

るものとする。 

 （関係機関等との調整） 

第１１条 開発事業の計画及び施行に当たっては，事前に，関係のある機関及び事業者等

と十分協議し，調整を図るよう配慮させるものとする。 

 （利害関係者等との調整） 

第１２条 開発事業の計画及び施行に当たっては，利害関係者等との紛争を未然に防止す

る目的から当該者等との十分な協議を踏まえた調整を図るため，各種の同意書（別記様



 

 

式第１号から別記様式第３号まで）又は協議経過報告書（別記様式第４号）を提出させ

るものとする。 

２ 前項の協議に関し周辺住民等から説明会の開催を求められた場合は，当該事業者にこ

れを開催させることとし，開催後は，速やかに，その内容を報告させるものとする。 

３ 第１項の協議に関し紛争が生じた場合は，事業者自らの責任において，当該紛争を迅

速かつ適正に解決させるものとする。 

   第３章 開発事業の計画及び設計基準 

 （土地利用計画等への適合） 

第１３条 開発事業の計画は，国，県及び本市その他公的機関の定める土地利用計画等に

関する基本方針に適合させるものとする。 

 （開発区域の選定） 

第１４条 開発区域の選定に当たっては，関係法令等に定める開発事業を施行するのに適

当でない区域内の土地のほか，市長が特に支障があると認める地域を当該開発区域に含

めさせないものとする。 

 （公共施設等の計画） 

第１５条 開発事業により設置される公共施設及び公益的施設（以下「公共施設等」とい

う。）の計画は，次に掲げる方針に適合させるものとする。 

 (1) 道路は，開発区域の規模及び形状，住宅等の配置並びに周辺の状況等を勘案して，

通行の安全，災害の防止及び環境の保全に支障が生じないような規模及び構造で適正

に配置させるものとする。 

 (2) 公園，緑地及び広場は，開発区域の規模等に応じて安全に，かつ，利用目的が十分

に確保されるように計画させるものとする。 

 (3) 上水道は，計画人口，開発区域の規模等から想定される需要量を十分に供給させる

ため，給水承諾願い（別記様式第５号）により事前に協議をさせるものとする。 

 (4) 下水道は，計画人口，開発区域の規模等から想定される汚水量及び地形，降水量等

から想定される雨水流出量を支障なく処理させるため，開発行為に関する下水道施設

の施工承認申請書（別記様式第６号）により事前に当該承認を得させるものとする。 

 (5) 消防水利施設は，計画人口，開発区域の規模等から消防法（昭和２３年法律第１８

６号）に基づき適正に配置させるため，開発行為に関する消防水利施設の事前協議書

（別記様式第７号）により事前に協議をさせるものとする。 

 (6) 電力供給について計画人口及び開発区域の規模から予想される需要量を十分に供

給させるため，並びに建柱位置について参考資料等により，事前に協議をさせるもの

とする。 

 (7) 電話供給について計画人口及び開発区域の規模から予想される需要量を十分に供

給させるため，並びに建柱位置について参考資料等により，事前に協議をさせるもの

とする。 

 (8) 清掃施設は，必要に応じ，居住者の利便，衛生及び良好な居住環境の確保に支障が

生じないように設置させるため，環境部局と協議をさせるものとする（指導基準等の

参考図を参照させる。）。 

 (9) その他の公共施設等については，住区構成を基本として，それぞれの機能に応じ，



 

 

居住者の有効な利用が確保されるように配置させるものとする。 

 （設計基準） 

第１６条 開発事業に関する設計は，指導基準等に適合させるものとする。 

２ 前項の規定による指導基準等への適合のほか，設計の細部については，広島県土木工

事共通仕様書，盛土等防災マニュアル，独立行政法人都市再生機構の基盤整備工事共通

仕様書・施工関係基準における施工管理基準（土木・造園・保全）等の規定を準用させ

るものとする。 

 （区画面積） 

第１７条 一戸建て住宅の建設の用に供する目的で行う開発事業にあっては，１区画の面

積を１６５平方メ－トル以上とさせるものとする。ただし，用途地域の定めのある地域

の当該面積については，市長が別に定めるものとする。 

 （建築協定） 

第１８条 開発事業のうち市長が必要と認めるものにあっては，必要に応じて建築協定を

締結するなどして，将来にわたって土地利用の適正化と良好な生活環境の保全に配慮さ

せるものとする。 

   第４章 開発事業の協議等 

 （事業計画の事前協議） 

第１９条 開発面積が３，０００平方メ－トル以上の開発事業を計画するに当たっては，

許可等の申請前に，当該計画について，開発事業事前協議申出書（別記様式第８号）に

より，関係図書を添付して協議をさせるものとする。ただし，市長が必要ないと認めた

場合は，この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず，開発面積が５ヘクタ－ル以上の開発事業を計画するに当た

っては，前項の開発事業事前協議申出書に加えて開発計画に関する協議申出書（別記様

式第９号）により，それぞれの関係図書を添付して協議をさせるものとする。 

 （協定等の締結） 

第２０条 市長は，開発事業の適正な施行の確保を図るため，工事の施行，公共施設等に

係る整備，帰属及び費用負担その他必要と認められる事項について，事業者と協定書（別

記様式第１０号）を交わし，所有権移転登記に関する同意書（別記様式第１１号）及び

印鑑証明書を提出させるものとする。 

２ 事業者は，前項の規定による協定の締結後に開発許可に基づく地位を承継した者に対

しては，協定の内容について十分説明の上，当該協定に基づく地位についても承継させ

るものとする。 

 （調整会議） 

第２１条 開発事業計画に対する関係各課の意見調整及び事業者に対する適切な指導を

行うための連絡調整機関として，宅地開発調整会議（以下「調整会議」という。）を設

置する。 

２ 調整会議の組織及び運営に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

   第５章 雑則 

 （公共施設等の境界） 

第２２条 本市に帰属させる公共施設等の境界は，呉市境界標設置基準（平成２年１０月



 

 

１日実施）により明示させるものとする。 

 （公共施設等の移管） 

第２３条 本市に帰属させる公共施設等については，工事完了の届出時に，登記承諾書（別

記様式第１２号），印鑑証明書，嘱託登記に必要な書類一式及び公共施設等引継願書（別

記様式第１３号）を提出させるものとする。 

２ 工事検査済証の交付及び完了公告を行うまでの間における前項に規定する公共施設

等の管理責任は，事業者が負うものとする。 

 （宅地造成又は特定盛土等に関する工事完了前における宅地の一部使用承認） 

第２４条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の完了公告の日前における建築物の建

築又は特定工作物の建設の承認を受けようとする者に対しては，宅地造成又は特定盛土

等に関する工事完了前の宅地の一部使用承認願（別記様式第１４号）に当該願い出に係

る場所の付近見取り図等を添付して提出をさせるものとする。 

 （中間工事検査） 

第２５条 法第３７条ただし書第１号に規定する開発行為に関する工事の完了公告の日

前における建築物の建築等の承認又は前条に規定する宅地造成又は特定盛土等に関す

る工事完了前における宅地の一部使用承認を受けようとする者に対しては，中間工事検

査依頼書（別記様式第１５号）に必要な図書等を添付して提出をさせるものとする。 

 （かし担保責任） 

第２６条 事業者は，公共施設等の引継ぎが完了した日から２年を経過するまでの間は，

当該公共施設等の瑕疵
か し

に起因する破損，決壊及び事故等について，一切の責任を負うも

のとする。 

 （その他） 

第２７条 この要綱の実施に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

   付 則 

 （実施時期） 

１ この要綱は，平成１６年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施日前に，既に受理している申請については，なお従前の例により取り

扱うものとする。 

   付 則 

 この要綱は，平成２６年８月８日から実施する。 

   付 則 

 この要綱は，平成２７年９月２４日から実施し，別記様式第６号の改正規定（「呉市上

下水道事業管理者 長 原 寛 和」を「呉市上下水道事業管理者        」に

改める部分を除く。）は，同年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は，令和６年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は，令和６年６月２５日から施行する。 



 

 

付 則 

 この要綱は，令和７年１月１７日から実施し，別記様式第５号及び別記様式第６号の改

正規定は，令和６年４月１日から適用する。 

 



 

 

別記様式第１号 

 

 



 

 

別記様式第２号 

 

 



 

 

別記様式第３号 

 

 



 

 

別記様式第４号 

 



 

別記様式第５号 

 

  年  月  日  

 

 呉 市 長 殿 

 

                       住所 

 

                       氏名                    

 

給水承諾について（お願い） 

 

 このたび，呉市                において開発行為に関する工事を行うに当たり，

開発許可申請を行うために必要である当該開発区域に給水していただく旨の承諾書を交付してくださ

るよう，よろしくお願い申し上げます。 

 なお，給水に伴う工事負担金等については，貴局の御指示に従い納付いたします。 

 

記 

 

１ 位置          呉市 

２ 給水戸数                 戸 

３ 開発面積                 ㎡ 

４ 工事着工予定年月日          許可の日から      日以内 

  工事完了予定年月日          着工の日から      日以内 

５ 添付図面 

 (1) 位置図 

  (2) 土地利用計画平面図 

  (3) 造成計画平面図及び断面図 

  (4) 給水計画図 

  (5) その他 

 

 

 



 

 

 

 

別記様式第６号 
 

  年  月  日 

呉 市 長 殿 

 （担当：    課） 
             
                    申 請 者   住 所  

                            氏 名              

                             
 

開発行為の区域内に設置する下水道施設の承認について 

 

申請の概要は，次のとおりです。計画どおり施工してよろしいですか。 
 
１ 申請場所                                      

２ 申請面積                     

３ 計画戸数 住居（店舗兼用含む。）     戸  （内接続戸数     戸）       

       商業施設，工場         区画 （内接続区画数   区画） 

       公益的施設（集会所，公園等）  か所 （内接続箇所数   か所） 

４ 既設公共下水道への接続箇所数及び接続方法 

 (1) 既設の下水本管に人孔を新設して接続      か所 

 (2) 既設人孔へ接続                か所 

 (3) 既設下水本管へ取付管を直接接続        か所 

 (4)                        か所  

５ 排水内容  

６ 工事施工予定期間 

        令和  年  月  日（許可の日から      日以内）～ 

        令和  年  月  日（工事着手から      日以内）まで 

７ 添付図面 

 (1) 位置図 

 (2) 土地利用計画平面図 

 (3) 汚水排水計画平面図  

 (4) 汚水排水計画縦断面図 

 (5) 構造図 

 (6) 呉市（上下水道局）に引継ぎを希望する下水道施設の一覧表 

 (7) その他（次のものを含むその他の必要書類） 

  ア 下水道施設を設置する公道の最小幅員が２．５ｍ未満の場合は，その形態・延長及び維持管理

手法について検討した図書 

  イ ポンプ場の設置を計画している場合は，ポンプ場関係の図書 

  ウ 宅地造成以外の開発計画又は計画戸数が２００戸を超える宅地造成計画の場合は，各管渠の流

下能力（流速等）検討書（「計画実流量」及び「余裕を含む満管流量」に対する検討書） 

８ 連絡先  住所（〒   －    ）                             

       ℡              社名・担当社名                      

                                             

                                   

 

呉   指令第   号 

                                   年  月  日 

別紙の附帯条件を付けて承認します。 
 
                     呉 市 長  
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